
                    
令和５年度 中小企業融資制度改正の基本的な考え方 

1 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
１.景気対応資金の保証料ゼロ施策の実施  
 景気対応資金は①一般枠②セーフティネット（以下 SN）保証 4号③SN 保証 5号 等のい
ずれかの認定が必要です。 
 コロナ関連融資として②SN 保証 4 号については事業者が本来負担する保証料を令和 2 年
度より市が全額負担してきました。また、原油・資材高への対応として、①一般枠と③SN保
証 5 号についても令和 4 年度中の実行分に限り、保証料ゼロとする施策を実施してきまし
た。令和 5年度も景気対応資金の保証料補填ゼロの施策を実施するものです。 
【継続する施策】 

資金名 認定の種類 
事業者負担 
保証料率 
（本来） 

事業者負担 
保証料率 

（施策適用） 

景気対応資金 

①一般枠 0.36～1.38％ 0％ 

②SN4 号 0.7％ 0％ 

③SN5 号 0.6％ 0％ 

※令和 5年 4月 3日（月）から令和 6年 2月 29 日（木）までの信用保証協会申込受付分の
うち、令和 5年度中（令和 6年 3月 29 日（金）まで）の融資実行分 

※但し、本施策については令和 5年度途中で終了となる可能性があります。 
 
 
２.経営力強化サポート資金の保証制度改正 
「経営力強化保証」が令和 5年 4月 1日に廃止することを受け、保証制度「事業再生計画実
施関連保証（感染症対応型）」により、事業再生を支援するため、経営改善・再生計画に基
づき、その計画の実施に取組む融資制度へ改正するものです。 

資金名 経営力強化サポート資金 

保証制度 
「経営力強化保証」【R4年度まで】 

↓ 
「事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）」【R5 年度から】 

対象者 
経営サポート会議や中小企業活性化協議会の支援により 

作成した経営改善・再生計画等に従い、事業再生を行う中小企業者 

限度額 2 億円 

期間 15 年以内 

据置期間 5 年以内 

融資利率 1.30％ 

事業者負担 
保証料率 

0％ 
（本来の事業者負担である 0.2％を市が全額負担） 

 
 
 
 

【基本的な考え方】 
１.「景気対応資金」の保証料ゼロ施策の実施 
２.「経営力強化サポート資金」の保証制度改正 
３.「災害復旧資金」の融資対象者の認定申請期間の延長 
４.「事業承継資金」の金利上限を設定 
５.「開業支援資金」の保証人免除の取扱の追加 
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３.災害復旧資金の融資対象者の認定申請期間の延長 
 被災後、復旧までの見通しを立てるまでに相応の時間を要する場合もあるため、大規模
災害へも柔軟に対応できるよう、認定申請期間を延ばし、市長特認事項も加えます。 

新 旧 

申請の期間は被災後 24 月以内とする。た
だし、中小企業信用保険法第 2条第 5項
第 4号の規定に基づく申請の場合、また
は市長が特に認める場合はこの限りでは
ない。 

申請の期間は 6月以内とする。ただし、中
小企業信用保険法第 2条第 5項第 4号の規
定に基づく申請の場合はこの限りではな
い。 

 
 
４.事業承継資金の金利上限を設定 
 金利について上限を設定し、明瞭化します。 

新 旧 

金利：1.3％以内 金利：取扱金融機関の定める利率 

 
 
５.開業支援資金の保証人免除の取扱の追加 
経営者保証を不要とする創業時の新しい信用保証制度「スタートアップ創出促進保証制

度」（以下、「SSS 保証」とする。）の開始に伴い、本市「開業支援資金」制度においても本
保証制度に対応するよう改正するものです。 
 
【制度の概要】事業者が保証料を 0.2%負担することで、経営者保証を免除できるもの。 
     

 開業支援資金（SSS 保証制度適用の場合） 

対象者 開業支援資金（一般枠・特別枠を問わない）を利用する法人 

限度額 3,500 万円 

期間 10 年以内 

据置期間 1 年以内 

融資利率 1.10%(特別枠)または 1.20％（一般枠） 

保証人 不要 

事業者負担 
保証料率 

 0.2％ 
（本来の事業者負担である 0.95％は初回に限り、市と協会が全額負担している） 

その他 

・税務申告１期未終了の創業者の場合、創業資金総額の 1/10 以上の自己

資金が必要。 

・本保証制度利用者は原則として法人設立から 3 年目と 5年目にガバナン

ス体制に関するチェックを受け、所定の書式を金融機関に提出する。 

 


